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◆読者へのメッセージ◆

学生時代，民法のゼミに所属しましたが，その理由は弁護士になるために司法試験を受け
ようと思ったからです。大学 1年生の時は，なぜかしら法律から離れた「社会」勉強をして
いました。いろいろな分野の勉強をすることで法律学の理解が深まります。研究テーマとし
ては，ヨーロッパ私法・消費者法の動向に興味があります。ヨーロッパやアジア，世界で通
用する統一私法をつくろうとする試みは，夢があっておもしろいと思いませんか。
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◆読者へのメッセージ◆

本書を読んで，少しでも民法に対する難しいイメージを払拭していただき，分かりやす
かったと思っていただけたら幸いです。私としては関西弁で書きたかったのですが……講義
では関西弁でアクセントをつけています。
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閣，1999年，共編著），『国境を越える消費者法』（日本評論社，2000年，共編著），

『はじめての契約法〔第 2 版〕』（有斐閣，2006年，共著），『ヨーロッパ消費者法・広
告規制法の動向と日本法』（日本評論社，2011年，共編著），『消費者法と民法』（法
律文化社，2013年，共編著），『法典とは何か』（慶應大学出版会，2014年，共著），

『消費者法の現代化と集団的権利保護』（日本評論社，2016年，共編著），『デジタル
時代における消費者法の現代化』（日本評論社，2024年，共編著），『基本講義消費
者法〔第 6 版〕』（日本評論社，2026年，共編著）など。

◆読者へのメッセージ◆

単に抽象的に条文の要件や効果を覚えようとするのではなく，なぜその規定ないし制度が
設けられたのかを踏まえて，要件・効果およびそれにかかわる議論を理解するように努めて
下さい。また，つねに具体例を想定しながら読み進めることも，民法の理解を深めるうえで
大切です。
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